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様式コード
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届出記入の個人番号（基礎年金番号）に誤りがないことを確認しました。
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　（フリガナ）
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③
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※届書の提出は配偶者（第２号被保険者）に委任します
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※海外居住者は国内協力者住所を記入してください。なお、協力者が親族の場合は協力者氏名及び続柄を⑭備考に記入してください。
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　31.厚生年金保険・健康保険   36.地方公務員等共済組合　　　　     30.厚生年金保険・船員保険
　32.国家公務員共済組合     　 37.日本私立学校振興・共済事業団
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上記のとおり第３号被保険者関係届の届出がありましたので提出します。

届出記載の第３号被保険者は、健康保険組合又は共済組合に加入している者の被扶養者であることを確認する。
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非該当となった日
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年 月 日 ⑱

組合（保険者）番号 34080010
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(48-1) R7.4

所在地
〒310-8588

　　茨城県水戸市笠原町978番6

　　公立学校共済組合茨城支部長
名　 称

代表者
等氏名

年 月 日 （「⑨第３号被保険者になった日」と同じ場合は、記載の必要はありません）

　健康保険証の発行元に確認を受けてください。
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「国民年金第３号被保険者関係届（一般組合員用）」について 

 

1. 被扶養配偶者を 認定 したとき  ・・・ （記入例） §6-024 

＊ 65歳未満の組合員が、20歳以上 60歳未満の配偶者を新たに認定した場合に 

提出してください。 

 

２． 被扶養配偶者を 取消 したとき  ・・・ （記入例） §6-025 

＊ 65歳未満の組合員が扶養していた 20歳以上 60歳未満の配偶者を、 

「収入超過」・「離婚」・「死亡」等の理由で取消した場合に提出してください。 

 

＊ 就職等により他の健康保険制度の被保険者となった場合は、提出の必要はありません。 

 

※ その他の届出事由や記入例については、手引き§6-023を参照してください。 


